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1.ア ク レデ ィテ ーシ ョンの基本理 念

アメリカ合衆国(以 下 アメ リカと表記)に おいては、大学 な ど高等教育機 関が、その教

育内容、設備、人的資質、財政ni等 々を定め られた基準に したがって、創立時 はもちろ

んその後 も定期的に相互評価す ることによって高い質を維持確保す るための、アクレデ ィ

テーシ ョンとよばれる制度が一世紀以上 にわたってその機能 を果 た して きた。

このア クレディテー ションを、あえて 日本語 に訳す と 「認定」 とい うことになるが、認

定 ということばは政府 などの公的機 関、あるい は組織上、上級の機 関か らその権威 によっ

て認めて もらうとい う受動的な意味合いが強い。 しか し、実際 にアメ リカで行われてい る

アクレディテーシ ョン(Accreditation)と は、大学 自身が正確 な自己点検評価 を行 うとい

う努力 を積み重ねることによって、信用(Credit)を 獲得 し(Acquire)、 それを仲 間の他

大学が認 める(Acknowledge)と いう能動的 ・自主的な制度である。理念的にも、 日本語

における認定 とは大 きく異 なるその内容 を正確 に表現す るために も、本論では英語のアク

レディテー ションということばをその まま使 うこととしたい。
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アメリカにおけるアクレディテー ションの実態 を調査するために行 った面談調査の際、

オ レゴン州のメリーハース ト大学の教務部長 として実際にこのアク レデ ィテーシ ョンの 自

己点検報告書 を作成 し、 また他 大学へ の評価委員 を務めたこともあるボブ ・セルビー博士

は、筆者の 「アクレディテー シ ョンの基本理念 とは」 とい う質 問に対 して「同 じ専 門分野

の立場 に立つ 人々、 いわば仲 間同士(Peer)に よる純粋 にプロフェ ッシ ョナル な相互評

価 ・確認プロセスのこと」であ り、そ して、「当該大学が高等教育機関 として規定の水準 に

達す る質を持 っているか どうか審査 ・評価 し、合格 した場合 は大学協会 とい う言わば 自分

の 「クラブ』へ の入会、あるいは継続会員権 を認め るとい うシステム」 とい う表現 でこの

制度 をわか りやす く説明 して くれた。

このイ ンタビュー にもあ るように、 まず、アクレデ ィテ.___ションの基本理念 を考 える上

での第一のキーワー ドは、同 じ専門分野の仲 間内での評価、 ピア ・レビューである。 これ

については、 「仲 間内の評価 が信用 で きるのだろうか。」 「行政 の関与 しない評価 に正 当性

はあ るのだろ うか。」 といった疑 問の声があるこ とも一つの事実であ る。 しか し、 それに

も関わ らず、 この制度が前述 した ように一世紀以上 に渡って機 能 し、 また一般市民が この

評価制度 を支持 し信用 しているとい う重要な歴史 的事実がある。 ここには、アメリカにお

ける市民主導の直接民主主義の伝統が深 く関係 していると思 うのだが、その ことについて

は後 に詳述 したい。

第二 に挙 げたいキーワー ドは、セルフ ・ス タディー(SelfStudy)、 自己点検学習である。

他 に評価 され るという発想ではな く、定め られた基準(Standard)に 基づいて自らをまず

点検 ・自己評価 し、それを客観 的評価 の材料 として提供する とい う能動的な取 り組みであ

る とい うことが、 アクレデ ィテーシ ョンの重要 な特長 であろう。

第三のキー ワー ドは非営利組織(Non-profitorganization)で ある。 このアク レデ ィテー

シ ョンを実際 に運営する大学基準協会 は、政府機 関ではない民間の非営利団体つ ま りNPO

であ り、更には各加盟大学か ら組織 的に分離 した第三者機 関であるとい うことである。

最後 に、基準協会か ら任命 されて実際 にこれ ら評価プロセスを担当する各加盟大学の評

価担 当委員は、 この仕事を報酬 をいっさい受け取 らないボランティア(Volunteer)と して

担 うとい うことも重要なポイン トであ る。

こうしたキー ワー ドを軸 に、本論で はアメ リカにおける第三者大学評価制度であるアク

レディテーシ ョンを、市民運動 を基礎 とした直接民主主義の一形態 として捉 え、その組織

的体制や実際の運営、評価 プロセスな どを、筆者 自身の ウエス タンオ レゴン大学在 職中で

の体験 を振 り返 りなが ら探 ってみたい。
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2.「 市民 の国」 ア メ リカの 大学評価 制度

本論 の研究調査 を行 う中で、筆者 はこの行政が一切 関与 しない民間による、世界的 には

ある意味特殊 な相互評価制度は、実 はアメ リカとい う国の社会の成 り立 ちや理想 との関わ

りの中で初 めて理解 で きるのではないか という確信 を もつ ようになった。 したが って まず、

市民 の国 とよばれるアメリカ と、そこで生 まれ育ったアクレディテー ションの関わ りにつ

いて考 えてみたい。

アメリカはその初 めか ら 「市民」 によってつ くられた国であった。市民 という概念 は、

11世 紀 ごろには既 に ヨーロッパ における中世都 市に誕生 している。 当時の封建領主は押 さ

えきれな くなっていた民 間勢力 と「憲章(チ ャーター)」と呼 ばれる契約 を結 び、 自治の権限

を一部委譲す ることによ りその支配 の安定を図ろ うとした。 これが都市における法人やそ

れを構成する市民の起源である。 したがって市 民 とは、 自治権 を持つ都市 において社会 を

構成す る主体 と しての 自発的 な立場 をもった個 人のことであ り、 それ以前の封建領土の領

民 や近代 国民国家 によって、その所属 を一方的 に決定 される国民 とは明確 な違いがある。

市民権 とは、 この ような一定の固有 の権利 ・義務 を有する社会的成員 としての資格 のこと

であ り、 この資格 の保持あるいは取得が国籍 を決定付 ける。

この市民権の思想 はヨ0ロ ッパか ら大西洋 を渡 り、 自治 とそれを支える市民に よってつ

くられた自治体(市 町村)、 そ して州の連合体 としてのアメ リカ合 「州」 国 とい う国家が

登場す る。1620年 にメイフラワー号で大西洋 を渡 って来た清教徒 たちは、憲章で設立 され

た民 間団体 であるプ リマスヴ ァージニア会社構成員 として入植 した。 これ以後入植地で設

立 される自治体 はこの伝統 を受け継 ぎ、市民 をその主体 とす る非営利 自治団体 として成長

してい く。現在で も、アメ リカの 自治体は市民が 自主的 に 「作 る」 とい う法制度が確立 し

てお り、町民3人 とい う町 も実際に存在する。人口1万 人以下の小 さな自治体では、普通

市長や議員は無報酬 のボランティアであ り、市議会 は夜 に開かれるこ とも多い。

こうした 自治 を基本 として作 られたアメ リカ初期 の入植地では、この 自治運営 を支 える

市民 を育 てる教育機 関の創設が まず 日程にのぼった。 もっとも初 めに作 られた大学が、公

立で はな く私立のハーバ ー ド大学であった という事実 は、民 間の市民 自らが地域の教育に

責任 をもつ姿勢 を象徴 的に表 している と言える。行政府 は市民活動 を規制す るのではな く、

その援助 を行 う存在であ り、教育機 関の設立やその内容 には介入 しない とい う伝統 はここ

に始 まったといえる。現在 に至 るまで、 アメ リカの教育 ことに高等教育は私学が主導的な

役割 を果た して きたことも、 ここにその一因が あるのか もしれ ない。
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大学 な どの高等教育機関 を新設する場合には当然 のことなが ら、その設置 を予定す る州

政府に設置申請の届 出をす る必要がある。 しか し、申請を受 け取 る州政府 は、その申請書

類 を審査 はす るが、管理規制機 関では ない とい う意識が徹底 している。 したが って、 カ

リキュ ラムな ど教育内容の詳細や、教員の選考 などの人事 には普通立 ち入 らない。これが

日本 をは じめ とする他の多 くの国 と異 なるアメリカの特長 である。 したが ってその審査 は

申請書の記入漏れや不備 の書類 などが ないか といった、比較的簡単 なプロセス をとるこ と

が多 い。

そこで、大学教育の質的維持 を保障する制度が必要になって くるわけであるが、 これま

で歴史的にその役割 を果 た して きたのがアク レディテー シ ョンとい う評価 制度なのであ る。

全米6つ の地域 に、非営利 ・民 間組織 である大学基準協会 が設置 されてお り、新設時だけ

でな く10年 ごとに、第三者評価 による厳 しい審査 を行 っている。 こうした、行政か らまっ

た く独立 した形 での審査 は、上述 した ように ピアレビュー という、大学 ・高等教育機関で

実際 に現場の仕事 に携 わっているプロフェッショナル、言 わば同業専門職者 間の相互評価

によって担われている。

第三者評価 とは、評価者が当事者 と利害関係 をもたないこ とに よる客観的 な評価であ り、

それゆえにその結果 は信用 のおける ものであるということが基本的な考 え方である。

日本 のように伝統的な権威 を尊重す る歴史 と文化 を持つ国 においては、それゆえ信用 のお

ける客観的な評価 は、強い権威 をもった機 関たとえば行政府 などによってのみ行 えるので

はないか、 とい う考 え方がその根元の ところにあるように思える。 日本 における大学評価

においては、確 かに形 としては第三者機 関による評価 を行 ってはいるが、 これが文部科学

省か らの強い 「指導」 あるいは 「提案」の もとに行われているのでなかった ら、現在の よ

うな権威 と信用 をかちえることは難 しいのではないだろうか。 ピア レビュー、つ まりは仲

間内の評価が信用で きない という考 え方 には、互いの 「甘 え」や 「馴れ合い」 があるので

はないか とい う危惧がその根本 にあるのであろう。

アメ リカにおいて、た とえば高等教育な どプロフェッシ ョナル分野で働 き感 じることの

一つは、個人 は大学や会社 など現在勤 めている組織 に所属 しているとい うよ りも、 自分の

専 門分野に所属 している とい う意識が濃厚だ ということである。 まず、法律家、技術者、

建築家、教員 なのであ り、そのこ とに強い誇 りを持 っている人 々か らは 「プロフェ ッショ

ナル ・デ ィベ ロップメ ン ト」 という言葉 をきくことも多 い。 こうした文化的風土 において

は、同分野のプロフェ ッシ ョナルによる評価、 ピア レビュー は自らの専 門的能力 を絶 えず

高めてい くための必要不可欠条件 であ り、互いの仕事 内容 を良 く知 ってい る仲 間内であ る

か らこそ、その評価 内容は厳 しく現実的な ものになる といえ る。 また当然 の ことなが ら、

専 門分野の現場 を知 らない行政官僚の 「客観的」評価 によって信用 を得 るという発想は出
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て こない だろう。 こうして、 アメリカにおいて は、例 えば「文部科 学大 臣認可」 とい った

お墨付 きは大 きな意味 は もたない し、 それゆえに 日本でいう各種 国家資格 もほ とん ど存在

しないのが実情である。

しか し行政は、根幹 的なところで重要 な役割 を果た しているとい うことも見逃 してはな

らない重要 な事実である。連邦教育省長官(USSecretaryofEducation)は 、毎年全国的

に公認 された各地域の大学基準協会 と、法律、医療 など専 門分野別基準協会 の リス トを公

表 してい る。 これは、行政機 関が、 これ らの団体 はアク レデ ィテーシ ョンを行 う力量 を

持 った組織 であることを認めた とい うことである。行政 とアクレデ ィテー シ ョン、そ して

基準協会 の関係 はただこれだけにす ぎない。 しか し、 この連邦政府機 関が公認 した とい う

事実は、 アク レデ ィテー ションに重大な意味 を付加す る。それは、政府 に認め られたこ と

により 「権威」が増す などとい うことではな く、 より具体 的、現実的な意味内容 を大学 に

もたらす ことになる。

アメ リカにおいては、相 当数の学生 が何 らかの形 で連邦 政府 の奨学 金、助 成金、教育

ロー ンな どに頼 って学生生活 を送 ってい る。 また、多 くの大学 自体 も政府援助 を受 けてい

る。重要 なことは、アク レディテー ションを受 けていない大学及 びそ うした大学 に在籍す

る学生 は、 この連邦政府の経済的助成や奨学金 を受ける資格 がないのである。 このことは

結果 として、大学の学生募集に大 きな影響 を与 えうる。実際、教育省に よる公認の大学基

準協会の リス ト作成は、この政府援助 を受 けることので きる大学の資格認定 を間接 的に行

うことが その主 目的である とも言 える。つ ま り政府が直接個々の大学、学生 を審査す るの

ではな く、アクレディテーシ ョンをその資格基準 として利用す るという効率 的なシステム

が確立 しているのである。 これは、 しか し民 間の基準協会 の判断を完全 に信用す るとい う

前提 に立 って成 り立つ仕組みであ り、協会の方で も厳 しい基準 を設けその信用 を維持す る

努力 を怠 ることはない。その背景 には、 自治 と市民 の自主性 を もっとも尊重 し、政府は 自

由な民 間の活動 を援二助す る、ある意味 「公共財 団」 としての役 目を担 うこ とに意義 を見 出

す とい う、成熟 した市民社会の揺 るぎない理念があ ると言 えるだろう。

3.ア ク レデ ィテ ーシ ョンプ ロセス と自己点検学習

アク レディテー シ ョンは、新規 に申請する場合、 そ してその後10年 ご とに行 われる場合

にも基本 的にほぼ同 じ内容 と基準で評価 されるが、新規 申請の場合 は2段 階のプロセス を

踏むこ とになってい る。

その第一段階は、 アクレデ ィテー ションを受 けるための、言 わば資格審査 のプロセスで

ある。筆者 自身がアクレディテーシ ョンを体験 した ウエス タンオ レゴン大学の属す る地域

基準協会 であ るノースウエス ト学校 ・大学協会(NorthwestAssociationofSchoolsand
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Colleges)を 例 にとって以下まとめてい きたい。 アク レデ ィテーション申請のための資格 は、

25項 目に渡 っているがその代表的な ものは、 まず 「州政府 において大学 の学位 を授与する

ことので きる教育機関 として登録 されていること」、 「理事会 など運営統括機関を持 ってい

るこ と」、「大学の経営母体 団体 の思想信条 と関わ りな く、学問の自由 と自主性が保 障され

ていること」、「大学の運営 に責任 を持つ最高責任者(学 長)や 、文書化 された大学 の使命

(ミッシ ョン)を 持つ こと」等、基本的 な事項が多い。 ただ、特記すべ きは、「大学経営者 ・

理事会 ・教職員の利益 よりも学生の利益 を第一の優先 としていること」 とい う資格が明記

されているこ とであろう。新規加盟 を望む大学 は、これ らの資格 をク リア している と自己

評価 した時点で、 「候補大学」 になるための申請手続 きを始めるこ とになる。この書類審

査 を通る と初めて、 申請大学にセル フス タデ ィと呼ばれる自己点検学習 を開始するよう指

示が出 され、審査評価委員会のキャ ンパス訪問の暫定的 な日程が取 り決め られる。

アクレディテーシ ョンのプロセス において最 も重要 な役割 をもつ と考え られているもの

は、 このセル フス タデ ィであ り、 この成果 をまとめた ものが普通500ペ ー ジに も及ぶ総合

的報告書である。 このセル フスタデ ィは指定されたス タ ンダー ドと呼ばれる基準 に基づい

て点検 され、約1年 半か ら2年 かけて準備 される。審査委員会のキャンパ ス訪問はこの報

告書受領後 に行 われ、実地の客観的評価点検が行 われ る。委員会 は、セルフス タデ ィー報

告書 と共 に審査報告書 を基準協会の評議会に提出す る。書類審査そ して学長面談の後、候

補大学 として認め られて初 めて第二段 階の正式加盟の プロセスへ と進むこ とになる。 もち

ろんこの段 階で候補校 として認め られなければ、改善策 を準備 して再度 この第一段 階にの

ぞ まな くてはならない。

候補校 となってか ら2年 ごとに評議会代表によるキ ャンパス訪問が行 われ、大学側 にも

候補校 になる際に指摘 された弱点の改善進展状況 をまとめた報告書の提出が義務付 けられ

る。 こうして、正式加盟 申請の時期が きた と自己判 断 した候補校は、再びセルフスタディ

報告書の準備 にとりかか り、審査委員会によるキ ャンパス訪問の 日程が決め られる。その

結果、 まだ正式 なアクレデ ィテーシ ョンを受けるには時期尚早であると判 断された場合は、

指摘 された問題点 を改善 し再申請の機 会を待つ ことになる。 ただ し、候補大学 としての資

格が与え られてか ら5年 以内にアク レディテー ションを受けることので きなかった大学は

候補校 としての資格 その もの も失効す る。

こうして基準協会 よりアク レデ ィテーシ ョンを受けて認可 された大学 は、正式 に大学協

会の加盟校 として登録 される。ただ し加盟校 になったか らといってそれで アクレデ ィテー

シ ョンプロセスが完了するわけではない。5年 ごとに評議会代表がキャ ンパスを視察訪問

し、 また10年 ごとに審査 委員会によるキャンパス訪問が行われ、新 たなセルフス タデ ィ報

告書 をもとにアクレデ ィテーションの再審査が実施 され るのである。

このセルフス タディこそアクレデ ィテーションの根幹 をなす ものであ り、 この仕事 のガ
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イ ドライ ンとなる ものが、上述 したス タンダー ド(基 準)で ある。 この基準 は、 当該大学

が協会の加盟校 としての質 を保持 しているか どうか確認するため に細部 にわたって定め ら

れている。 ノース ウエス ト基準協会 では、 「ミッシ ョン」 「教育 目標 」「教育 プ ログラム」

「学生」 「教職員」「図書館及び情報資料」 「大学管理運営」 「財政」 「建物 ・施設」 といった

大学教育 を構成する9つ の分野 にわたってそれぞれの細かい基準が設け られてお り、 これ

に従 って 自己点検作業が進め られる。更には、その結果か ら導 き出 された自らの弱点、長

所 を正確 に評価 し成長発展 の力 にしてい くことが求め られる。 セル フスタデ ィ、つ ま り自

己点検学習 とはこうした極 めて能動 的な集団作業 として捉え られ理解 されている。

筆者が1989年 か ら98年 まで在職 したウエス タンオ レゴ ン大学 は、1856年 創 立のアメリカ

西海岸で もっとも旧い州立大学 であ り、1917年 創立のノース ウエス ト基準協会 の最初期の

段階の加盟大学である。 したが って、筆者が実際 にその準備委員会の一員 として関わった

1997年 の アクレディテーシ ョンは、すでに8回 目あ るいは9回 目の再審査 になっていたは

ずである。 この大学は伝統的にオ レゴン州の教員養成大学であったが、80年 代 よ り人文系

学部が急速 に拡充 され総合大学 に方向転換 していったため、前回1988年 に行われたアクレ

ディテーシ ョンでは、審査委員会か ら、長期的な展望にたった全学的発展のための計画の

欠如が指摘 されていた。 もちろん、 この間数 々の取 り組 みが なされて きたが、 この97年 の

アク レデ ィテー シ ョンを 「良い機会」 として戦略的計 画(StrategicPlanning)と 名づ け

られた全学 的改革計画が提案 され実行 されることになった。学長室 を通 して、全教職員 に

毎月一回 この計画の詳細 に渡 る提案が行われ、隔月には学長 と教職員が直接意見 を交換す

るフォー ラムが もたれた。それ らの結果が小冊子にまとめ られ全学に配布 されている。 こ

れは、1997年 に向けたセルフス タデ ィの基調 をなす もの となった。

このセルフス タデ ィは1995年 春 に正式 に開始 された。全学の教員、職員、学生、管理職

と全ての大学構成員 を代表 し、男女半々になる ような性別バ ランス もとられた22人 の執行

委員が任命 され、筆者はその うち国際教育 プログラム小委員会の委員 として この作業 に関

わることとなった。 この小委員会 は国際交流委員長、国際学科 長、国際イ ンター ンシップ

事務長、そ して国際教育部ディレクターであ る筆者の4名 と運営委員の5名 で構成 されて

お り、それぞれの部署 に戻 り、 その所属教職員 と共 にセルフス タディを進めてい くとい う

仕組み になっていた。運営委員会一小委員会一各 関連学部 ・学科 ・事務所へ とい う段階 を

通 し学 内全ての構成員が この作業 に参加 していったのである。

このアク レデ ィテーシ ョンに向けた 自己点検評価 は、前述 した大学 の長期改革計画(戦

略的計画)の 一環 として捉 えられたために、 まず各部署で始 まった第一の作業 は ミッシ ョ

ンの見直 しであった。筆者の国際教育部で も、新規に大学全体のそれに沿 う形で国際教育

プログラムの ミッシ ョンステー トメン トが作成 された。 これは同 じ部署で働 く私 たちに一
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つの明確 な共通 目標 を認識 させ、現在 行っている様々なプログラム価値の再認識あるいは

再考 を迫 るような内容 のある作業 だった と思 う。更にはセルフス タデ ィのために設定 され

た基準 を確認 し、留学生サー ビス、海外留学プログ ラム、国際交流等 国際教育オ フィスが

担当する全てのプログラムの再点検 と資料やア ンケー ト調査 などの準備が行 われた。10年

前の前 回の審査か ら今 回までのプログラム発展の経緯、長所や弱点の 自己確認、職員、予

算、オフィス運営 に関す るまとめ、そ して今後の展望 とい うことで、 国際教育部のセルフ

スタディ報告書は20ペ ージをこしたが小委員会の推敲、編集、校正過程の中で最終的には4

ペー ジにまとめ られていった。 こう して各小委員会 か らの ト.__.タル1000ペ ージをこす報告

書が運営員会 の もとに集め られ、校 正 ・編集作業 を経 て最終的に480ペ ー ジのセル フス タ

ディ報告書が完成 したのは、 アクレデ ィテーシ ョン審査委員会のキャ ンパス訪問に先立つ

こ と約一・ヶ月の1997年3月 であった。

キ ャンパス訪問は4月 末の4日 間に渡 って行われた。審査委員は10人 、すべ てオレゴ ン

州以外 の各州 の大学か ら男性5人 、女性5人 、生涯教育部、図書館、歴 史学科、英語学科 、

奨学生 プログラム事務局、基金募集事務局などの分野そ して教員、職員、管理職 など様 々

な役職者 によって構成 されていた。

審査委員は各事務所、教室 などを予告な しに訪問す ることもあ りうるので、この4日 間

はなるべ くオフィスにい るようにとい う指示が出されたが、筆者の国際教育部には何人か

の委員が、事前 にアポイン トメン トを とって訪れ いろいろな質問を受けた。キャンパス訪

問最終 日には全学教職員が招待 され、審査委員会 よ り総括的な講評が行 われた。

更に二 ヵ月後 には基準協会か ら50ペ ージ以上の各部署 ごとの改良提案や推奨点が詳 しく

記 された審査報告書が送 られて きた。

この2年 近 くに及んだセル フスタデ ィの経験 を通 して得る ものは大 きかったが、何 よ り

も大 きな収穫 は、一人一人の大学構 成員が どのような形で大学の質の維持、向上に関わっ

てい くことがで きるのか を確認 し自分の仕事 に具体 的な見通 しと誇 りをもつ ことがで きた

ことではないか と思 う。そ ういう意味でもこのアク レディテー ションは、 まさに自分 自身

(セル フ)に ついて学ぶ(ス タデ ィ)大 学全体の 自己教育活動であった という認識 を新た

に した といえる。

4.ア ク レデ ィ テ ー シ ョン の 思 想

筆者 自身の体験 を振 り返って も、 これは責務上担 当 した仕事 とい うよりは、大学の質的

維持や抜本的改革に一人一人の教職員が 自主的、能動 的に参加 した共 同活動であったので

はないか という思いが強い。そ うい う意味で も、大学 の第三者評価 を行政に指導 された公

的機 関か らの一方的格付 けといった発想 で捉 える見方 か らは、 このアクレディテーシ ョン
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の思想は決 して理解で きないのではないか とい う確信があった。それゆえ、本論で はアメ

リカの市民活動や本来の民主主義 のあ りかたにまで さかのぼって考察 して きた。

連邦政府 がで き、国や州政府が巨大 になるこ とによって失われてい く、市民 自身が直接参

加することので きる政治 を、人 々は様々な市民活動 を通 して残そ うと努めて きた といえる。

ボランテ ィア活動 が生活の一部 になっている とい うこ とは、 その一つの証であるだろうし、

自治体の公開市民参加型議 会、委員会制度(Commission)、 裁判の陪審制度、条例の直接

賛否投票制度、そ して非営利民 間団体 であ るNPO、 これ らはみ な、市民が政治 に参加す る

直接民主主義 の一・形態であると考えることがで きるのではないだ ろうか。

本論の主題 である、 アクレデ ィテー シ ョンも、実はこの直接民主制度の具現化であ り、

高等教育機 関である大学の質 を、その教育現場のプロフェッシ ョナルが責任 を もって 自己

管理、相互評価するこ とによって保障 していこうという市民 の思想がその根源 にあるとい

える。

まず第一 に、 このアクレディテー ションは、大学の教育内容 を評価 し、その質 を維持管

理するための判定決定権 を大学基準協会 とい う民間の非営利組織 にもたせ るとい う点で際

立 った特長 をもっている。行政か ら独立 しているとい うだけでな く、その実際の審査は、

ピアレビュー とい う同業 プロフェッショナルの相互評価 に拠 ってお り、その審査委員は無

報酬のボランテ ィアであるという点 も大切 なポイン トであろ う。 しか もその審査結果を地

域市民が信用 し、 アクレデ ィテーシ ョンに合格 した大学 を高 く評価 してお り、行政機関 も

この結果 を連邦政府の奨学金や助成金授与の資格基準 として使用 しているとい うこ とも重

要な点である。更 には、実際のアクレディテー ションは、一方的に評価 され るプロセスで

はな く、セルフス タデ ィと呼ばれる自らを自己点検学習す るとい うきわめて能動 的な共同

作業 にその基礎 をおいているとい うことも忘れてはならない点だ と考 える。

民 間団体 のボランティア審査委員による仲 間内の評価、そ して 自己点検 を基 にした評価

プロセスである とい うことは、少な くともこれ までの日本 の文化 的 ・社会 的文脈の中で理

解するには、あま りに も違和感があ り、信用 のおける客観 的第三者評価 とは相容れない も

のに感 じられるであろ う。 したが って、 もしこのアメ リカの市民社会 で生 まれ育 った第三

者評価制度の形 と用語 だけを、 日本の制度 として 「輸入」 して も多 くの人の理解 を得 るこ

とは難 しいだろうと思 う。本論 は、それゆえに、 このアクレデ ィテー ションの思想 を、 ア

メリカの直接民主主義 と自発性 と公益性 にその基礎 を置 くボランティア リズム という背景

の中で説明 しようとした試みである。

11世 紀の中世 ヨーロッパ で生 まれた市民の思想 は、大西洋 を渡 って アメリカの 自治の思

想 として大 きく発展 した。 自らの 自治体 を市民 自身の直接参加 によって運営 し、連邦や州

政府 はただ こうした民間の 自由な活動 を援助す る役割 を果たす ことが期待 されて きた こと
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も、 この文化 ・社会的文脈 の中で初め て理解するこ とができるので はないだろうか。 自治

の思想は、当然の ことなが ら、その市民 を育てる高等教育機関であ る大学評価 も行政府に

よって 「指導」 された り 「評価」 され ることを許容 しなかった。その教育の評価や質的維

持 は、 もっ ともその現場 を良 く知 って いる同業 プロフェッシ ョナル問の相互評価 とい う、

真 の意味での 「客観的な第三者評価」 によって保障するアクレディテーシ ョンとい う仕組

みが生み出された。 こうした高度 なプロフェッシナ リズムを基礎 に した仕組み は、仲 間内

の 「甘 え」や 「馴 れ合い」 を生 み出す十壌 には育つ はず もない。あ る文化で生み出 された

制度 には、それ を作 り出 し育てあげた長い歴史が存在する。私 たちはその文化的 ・社会的

背景 を しっか りと理解 した上で、 この新 しい制度 を歴史的背景の異 なる 自らの制度改革に

役立て るための展望 を、初めて もつ ことがで きるのではないだろうか。
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